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今日 

 

 

駐健保会館で拡大団体交渉を実施 
2026 年６月５日（金）、駐健保会館において拡大団体交渉を実施しました。全国

各地より全駐労中央闘争委員会全メンバー20 名と全国各地区本部・支部の三役ク

ラスをはじめとする団交参加者９名が参集、駐労課題解決・要求実現のために雇用

主・防衛省の姿勢を質しました。また、米側とＬＭО(エルモ)よりオブザーバー参

加も得ての交渉となりました。 

【雇用確保検討プロジェクトチーム(ＰＴ)について】 

 

組合は「これまでに会議を４回開催し、第１回給与部会も終えたところだが、優先度の高い 

課題や今後の方向性等について、防衛省としての考えを報告されたい。」と質しまし 

た。 

 

防衛省は「第４回の会議では、『高齢者雇用制度』を主なテーマとして、防衛省から基地従業 

員の高齢化の現状と課題について説明し、ＰＴでの議論の資として雇用確保対策の提

案を行い、メンバーによる積極的な意見交換が行われた。基地従業員の高齢化が急速

に進行する中、若年・中間年齢層の人材確保と高齢従業員制度の充実は急務であると

認識している。これまで在日米軍の各軍で異なる応募様式（履歴書）であったが、応

募者の利便性向上や募集事務の効率化の観点から、日米間で協議し、本年４月から各

軍統一の応募様式に改正されたことがＰＴで報告された。   

第１回給与制度部会では、『若手の離職問題』について説明し、現行の給与制度の

課題などについて議論した。具体的には、若年・中間年齢層の雇用確保の観点から、

初任給調整規定の運用見直しやインターンの活用について意見交換を行い、引き続き
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議論していくこととなった。今後も実現できることから成果を積み重ね、メンバーか

らの様々な意見を踏まえ、防衛省を中心に議論していく。将来の雇用確保のため取り

組むべき優先的な課題が絞り込まれてきたので、６月は募集制度について、７月は人

材育成を主なテーマに議論する予定であり、８月以降はこれまでの議論を踏まえ、将

来の雇用確保のため取り組むべき課題に関する具体的な改善案について議論を深め

る予定だ。ＰＴでの議論の進捗については、今後も団体交渉の場で適時報告させてい

ただく。」と回答しました。 

 

更に組合は「ＰＴの目的が『雇用確保』であり、優先順位の決定についても４者で合意し

進めているも、人手不足が深刻化している現場へ緊急的な対策が求められる。前回の

団体交渉において、組合が強く要望する介護休暇や定年延長などの労働条件の改善に

ついては、防衛大臣からも指示を受けているのでＰＴで議論を進めるとの説明があっ

たが、米側との協議の進捗について如何か。」と求めました。 

 

防衛省は「労働条件の改善は、雇用確保の観点からも早期に解決しなければならない重要

な課題であることは三者で認識が一致しており、ＰＴの枠組みで議論する論点は残さ

れていないことから、日米間で合意に向けた協議を進めている。米側からは、『介護

の完全有給化』、『定年年齢の 65 歳までの段階的引上げ』に合意するには、まず『軍

人、軍属の日本人配偶者のＭＬＡ雇用』の解決が前提であるとの考えが提示されてい

る。このような中で、防衛大臣は、労働組合が強く要望する『介護の完全有給化』及

び『定年年齢 65 歳までの段階的引き上げ』の早期実現が必要との考えから、現在、

大臣が大使と直接協議している。」と答えました。 

 

組合は「前回の団体交渉で介護休暇、定年延長について議論を進めるとの回答があった。

すでに、ＰＴで議論する課題にはなく、切り離す趣旨の回答だということか。」と質

しました。 

 

防衛省は「現在はこれを実現するための方針を日米間で議論している。方針が合意された

のち、実施するための制度改正にむけた段階ではＰＴで調整する可能性があるが、ま

ずはこの課題の実現にむけ努めたい。」と答えました。 

 

神奈川は「形にこだわらず、できることから進めるべきだ。その結果をＰＴで検証するな

ど、少しでも進められる事、限られた時間で出来る事へ注力いただき、早期に成果を

出してほしい。」と要請しました。 

 

【賃金労働条件等改善申し入れ】 

１）改正高年齢者雇用安定法を踏まえた７０歳までの働き方について 

① ６５歳まで定年を引き上げること 

 

組合は「ＰＴで協議されたものと承知しているが、組合では５月に各基地・施設でアピール
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行動を実施するなど、定年年齢を 65 歳まで引き上げることについては重大な関心事

となっているので、本日段階での進捗状況をご報告いただきたい。」と求めました。 

 

防衛省は「冒頭で申し上げたとおり、様々なレベルで距離を詰めていたところであり、現在、

防衛大臣と駐日米大使の間で議論がなされているところだ。従業員の不安を解消する

とともに、人材確保の観点からも重要な課題であるとの認識のもと、引き続き早期解

決に努めていく。」と回答しました。 

   

② ７０歳までの継続雇用制度を整えること 

 

組合は「我々は現行の『高齢従業員制度』を退職後５年間の雇用制度へ改めることと、運用

実態が曖昧な『限定期間従業員制度』の改善の改善を求めている。」とこれらについ

て進捗を質しました。 

 

防衛省は「少子高齢化が進む中、今後、在日米軍の運用を支える人材をしっかりと確保して

いくことは、安全保障の観点から極めて重要であり、要望のあった高齢従業員制度及

び限定期間従業員制度を活用した 65 歳以上の雇用制度の在り方については、現状の

分析を含め、様々な検討を行い見直すべき課題だと十分認識している。基地従業員が

高い使命感とやりがいを持って働ける魅力ある職場環境を整え、また、多様な働き方

が選択可能で、65 歳以降も生き生きと働ける雇用制度としていくことが極めて重要

と考えており、厳しい労働市場のなかであっても安定的に人材を確保できるよう、引

き続きＰＴで議論を進めてまいります。」回答しました。 

 

  ③ ６０歳以降の賃金は、生活水準の維持に配慮し、労働条件については本人の意向

を踏まえたものとすること 

 

組合は「雇用確保の観点からも、改めて、同じ職責、同じ職務で年齢を境に賃金のみ減らさ

れている現状の改善を求める。」と雇用主としての考えを求めました。 

 

防衛省は「国家公務員の 60 歳以降の給与制度についても、民間企業における高齢層の給与

実態に合わせる形で設計されている。その上で、国家公務員における 60 歳以上の給

与水準を７割程度とすることは、65 歳までの定年延長が完了する 2031 年度（令和 13

年）までの当面の措置としており、今後は、人事院において、国家公務員の給与制度

について、生涯賃金や現役世代の給与カーブ全体を抜本的に見直す方針であると承知

している。そのため、基地従業員の 60 歳以降の賃金の在り方についても、民間企業

の動向や、国家公務員制度の動向を注視しつつ、適切に対応していく。」と考えを示

しました。 

 

組合は「ＰＴを設置するにあたり、国家公務員制度の枠組みにとらわれず、議論する場とし

て発足した。努力義務とはいえ民間では 70 歳までの就労確保が法整備されている。



4 
 

駐労職場は国家公務員と横並びではなくとも良い。高齢従業員の賃金制度の見直しは、

国公に先行して制度化する議論にしてほしい」と要請しました。 

 

広島は「今回の回答に納得ができない、雇用主として取り組みに感謝するが、成果が出てい

ない。回答には組合員へ説明する材料も見当たらない。」と苦言を呈しました。 

 

防衛省は「成果が出ていないことついては、残念に思うが、まずは 65 歳定年に向けて、防

衛大臣の力を借りながら議論は進めている。まだ、説明できる段階ではないが、一日

でも早く解決にむけ進めていく。」と言及しました。 

 

【子の看護休暇、介護休暇の制度拡充】 

３）仕事と育児・介護の両立支援制度の見直しについて 

① 改正「育児・介護休業法」を直ちに適用すること。特に「子の看護休暇」の対象

となる子の範囲を小学校３年生までに拡大するとともに子の行事参加や感染症に伴う

学級閉鎖等にも利用可能とすること 

 

組合は「2025 年 10 月実施分については、前回団交では、３つの措置案を米側に提案してい

ていただいた。①『始業時間等の変更』について、駐労は始業時間が早いため、小学

生低学年を一人残して出勤することのないように早急な実施を求める。国公では『早

出遅出勤務』も制度化されており、『フレックスタイム制』も既に導入されているが、

駐労従業員はこのような代替措置のような制度もない。②『テレワーク』については、

従来より要求している適用基準の引き上げも未解決であり、適用拡大を実現して、次

世代育成はもとより、介護離職防止に資する制度として、早急な実施を求める。③『養

育のための休暇』については、国公の『育児参加休暇』制度（産後１年間に５日間は

有給休暇）も同時に制度化し、より良い制度として実施することを求める。」と３つ

の措置案ついて進捗を求めました。 

 

防衛省は「この措置は、改正育児介護休業法の 2025 年 10 月施行分として、３歳から小学校

就学前の子を養育する労働者に対し、事業主の義務として規定されました。防衛省で

は、前回の団体交渉において説明したとおり、既に制度化している『短時間勤務』に

加えて、『始業時間等の変更』、『テレワーク』及び『養育両立支援休暇』の３つの措置

について新たに制度化することを米側へ提案しており、現在、米側において検討が行

われているところだ。具体的に、①始業時間等の変更は、一日の所定労働時間を変更

することなく、始業又は終業の時刻を繰り上げ又は繰り下げることについて、短時間

勤務制度と同様、１日に２時間を限度として可能とすること。②テレワークは、現行

規定では米側都合の場合に実施が限られている。その要件を拡大し、例えば、勤務時

間以外の時間において、保育園への送迎の時間確保などの理由により、基地従業員か

らの申請によって実施可能とすること。③養育両立支援休暇は、子の看護等休暇では、

取得理由として認められていない保育園の運動会・遠足などでも取得できるように、

具体的な休暇の用途を限定せず、無給休暇ではあるが、子の養育のために休暇を取得
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可能とするものである。「育児参加休暇」の新設については、ＰＴにおいて、組合から

の改善案として提案頂いている。引きつづきＰＴにおいて議論するものと考えてい

る。」と回答しました。 

 

続けて防衛省は「10 月からの適用に向け、対象者の抽出、周知等について、組合、米軍等関

係機関と調整を進め、遅くとも８月中旬には改正内容の調整を終え、９月末に付属協

定を改正したいと考えている。育児期の柔軟な働き方を実現するための措置について

は、組合の意見を伺いながら、日米間で協議を進め、本年 10 月頃の適用に向けて取

り組んでいく。」と答えました。 

 

組合は「養育両立支援休暇については、国家公務員制度の下の休暇ではなく適用範囲を広げ

られる保育園や、幼稚園の遠足など、子の看護等休暇とは別の養育休暇として無給休

暇としての取り扱いなのか。」と質しました。 

 

防衛省は「養育支援休暇ついては無給休暇となっており、未就学時までの子が対象となって

いる。」と答えました。 

 

組合は「無給では休暇は使いにくく、子の看護等休暇の改正が無給から有給化に至った経験

を踏まえ、養育支援休暇よりも育児参加休暇の年５回の有給化・拡充を優先し、でき

るだけ早く制度改正していただきたい。」と要請しました。 

 

③ 国家公務員制度に準じて「介護休暇」は有給休暇とすることとし、「不妊治療休

暇」は適用範囲を改善すること 

 

組合は「労働力不足が深刻化している駐労職場における雇用確保については、新規入職者へ

の施策だけでなく、現役従業員が引き続き働き続ける環境改善も必要。平均年齢が高

い駐労では、ベテラン層への制度改善、特に介護休暇の完全有給は、国公準拠課題の

中でも組合員の要望、期待も大きい。この件は、早急な実施を求め、４月に各施設で

アピール行動を実施している。」と要請しました。 

 

防衛省は「冒頭で申し上げたとおり、これまで大臣から事務方まで、様々なレベルで距離を

詰めているところだ。現在は防衛大臣と駐日米大使の間で議論がなされており、従業

員の方々から様々なご要望がある中で、特に強く要望されている介護休暇の有給化に

ついて、期待に応えられるよう、早期の解決に向けて最大限努めていく。」と回答し

ました。 

 

神奈川は「就業時間の変更について、従業員が選択できることは期待が大きい。制度ができ

ても、現場に行き届かないこともあるため、職場に周知することを徹底してほしい。」 

   と、求めました。 
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組合は「アメリカでは子供一人家に置く事は、虐待となる場合もある。30 分や１時間でも子

を一人にしてしまう親御さんの不安も考えれば、職場の理解があれば現行制度でも可

能なはずだ。制度改正に併せて現制度についても柔軟な対応ができるよう進めていた

だきたい。昨年 10 月施行していれば交渉課題にする必要はなかった。」と強く要求し

ました。 

 

４）駐労雇用の安定並びに生活権の確保について 

➁ 高齢従業員の手当を改善すること 

 

組合は「国公は再任用時に役職定年という仕組みがある。一方で、駐労の高齢従業員制度は

職務・職責が変わらないにも関わらず、一時金の支給率が著しく低下し、同一労働・

同一賃金の観点からも不利益である。前回４月の団交でも、一時金の支給率を公務員

制度と同様に維持したいのであれば、基地従業員の働かせ方について制度の見直し等

実施すべきだ、と改めて指摘した。検討状況は如何か。」と質しました。 

 

防衛省は「これまでも国家公務員制度に準拠し、必要な見直しを順次行ってきたところで 

あり、直近では、2024 年度人事院勧告を踏まえ、諸手当の支給対象を拡大するなどの

措置を講じてきた。また、基地従業員の高齢化が著しい中で、安定的な人材確保の観

点からも、高齢従業員の多様な働き方や処遇の在り方は、検討すべき重要な課題であ

ると認識している。国家公務員制度の動向にも注視しつつ、高齢従業員に係る給与制

度について、引き続き必要な検討を行っていく。」と回答しました。 

 

組合は「人材確保も重要だが世代交代の進め方も重要。世代交代を円滑に進めるため、自主

的にポストを譲る人が不利益を受けない制度を雇用主主導で整備し、人材確保や職場

の士気に深刻な影響が出ないよう、早急に解決していただきたい。」と強く求めまし

た。 

 

６）祝日休は、国家公務員との格差日数を解消すること。また、公務員準拠の観点から駐労

においても所定労働時間の短縮をはかること 

 

 

 

組合は「本件についても、５月に各施設でアピール行動を実施した。前回団交では『祝日と

するか、あるいはその代替案など、これまで組合から受けた意見や提案も含め、在日

米軍施設の運用と生産性に与える影響などの観点から、現在、具体的な検討を進めて

いる。』との回答であった。祝日３日働いたとすれば年間で約６万円の超過勤務手当

が支払われていたはず。いわば年３日、金額にして６万円分タダ働きしていると感じ

ている状況が何年も、何年も続いていることを理解して頂きたい。そのうえで、その

後の進捗、具体案や検討状況を求める。」と質しました。 

 

国家公務員との格差日数解消について 
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防衛省は「基地従業員の皆様のワークライフバランスの確保、また、雇用の安定的な確保の

観点からも、祝日休の日数格差の解消を図るべく日米間で協議し、順次改善を図って

いる。残る国家公務員との祝日休の日数格差を解消するにあたり、今後、組合との調

整の中で組合が要望する具体的な祝日等を示していただき、米側との協議を加速した

いとも考えている。いずれにしても、祝日休の格差解消に向け、引き続き早期の解決

に努めていく。」と回答しました。 

 

組合は「祝日に限らず、様々な休暇制度案も含めて代替案を提案してきたところだ。改めて、

組合でも整理し、優先順位をたてて協力していきたい。」と示しました。 

 

 

 

組合は「基地従業員の年間所定労働時間が 2080 時間という運用は公務員や民間と比べても

長い水準である。多くの職場では年間 2000 時間台前半、あるいはそれ以下で運用し

ており、国家公務員は 2009 年から 1 日７時間 45 分に短縮された一方で、我々基地従

業員は現在も 1 日８時間のままであり、既に 17 年もの間、年間で 65 時間ほど長く働

いている。これを賃金に換算すれば年間、一人平均で約 15 万 6 千円、全体では約 39

億円、17 年では 663 億円ほどになる。いつになったら従業員は年 15 万 6 千円のタダ

働きから解放されるのか」と質しました。 

 

防衛省は「国家公務員制度に準拠し、基地従業員の始業時間又は終業時間のいずれか 15 分

を短縮することを提案するなど、所定労働時間の短縮について米側と協議してきた

が、一方で、米軍人等の勤務時間は８時間とされているため、米軍人等と基地従業員

の勤務時間に差異が生じることは、在日米軍の円滑な業務遂行に支障が生じる懸念

があるとして、米側の合意を得ることは困難な状況である。貴組合からのご意見も踏

まえつつ、引き続き米側と協議していく。」と回答しました。 

 

組合は「現在の給与制度は月給制ではなく、週 40 時間を前提にした日額月給制であるため、

制度上は勤務時間を短縮すると給与も下がってしまうという問題があることは認識

していた。そのため、防衛省とはこれまで、給与を下げずに勤務時間を短縮する方

法を模索してきたと理解していたが、今回初めて、米側には『軍人等の勤務時間が

８時間である以上、軍人と民間人の勤務時間に 15 分の差が生じることに問題意識が

ある』という考えを聞かされた。米側の勤務時間との整合性という新たなハードル

ができた。その考え方がもっと早く示されていれば、より早い段階で別の提案がで

きたはずだ。改めて米側の考え方を踏まえた新たな対応策を検討する。引き続き、

休日格差の問題と労働時間短縮の問題について、米側としっかり協議していただき

たい。」と懸念を示しました。 

 

防衛省は「勤務時間の 15 分短縮やその代替措置を含む複数案について、防衛省はこれまで

も米側と協議しており、今後も米側が受け入れ可能な案を探りながら協議を続けて

所定労働時間の短縮について 
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いく。」考えを示しました。 

 

組合は「国家公務員では 2009 年の勤務時間短縮時に、俸給表を引き下げずに時短を実現し

た前例がある。それにならい給与を下げずに時短を実現するのが基本だが、米側が

問題視する 15 分差を埋める新たな方法も含めて、金銭か時間かの方向性を早急に定

め、時短実現に向けて取り組みを進めてほしい。」と要請しました。 

 

７）安全衛生の充実強化について 

⑥ 職場環境や就労環境の改善に資する産業医の職場巡視など、労働安全衛生法に基づく

安全衛生管理を徹底すること。 

 

組合は「昨年６月より、熱中症の重篤化防止するため、労働安全衛生規則が改正された。熱

中症の自覚症状報告の体制や、症状の悪化防止のための実施手順などの周知につき遺

漏ないよう求める。また、熱中症対策として一部部隊で支給されている空調服につい

て、雇用主として必要な従業員への貸与が必須だと考えるが、制服基準等の改正につ

いての進捗はどうか。」と質しました。 

 

防衛省は「昨年６月１日施行の改正労働安全衛生規則により、熱中症の自覚症状の報告体制

の整備及び症状悪化防止のための実施手順の策定・周知が義務付けられたところだ。

これを受け、在日米軍司令部への要請を行うとともに、各地方防衛局等から現地米軍

に対しても同様の要請を行っている。また、産業医による施設巡視の機会等を通じて

現地の実施状況の確認を行うなど、フォローアップに努めており、対策が不十分と認

められる場合には、各地方防衛局等から現地米軍に対し、適切な対応を求めている。 

熱中症対策の取り組みとしては、今年度より、各地方防衛局等が職場の声などを参

考に、経口補水液や瞬間冷却剤等の対策用品を調達し、救急箱設置場所など現場の実

情を踏まえて配布したところである。また、空調服に関しては、例えば三沢空軍のボ

イラー装置を取り扱う職場や横田ＡＡＦＥＳ、横須賀海軍ＳＲＦ、沖縄海兵隊の消防・

警備職、沖縄海軍の屋外作業を行う職場などにおいて、米側より部隊や職場単位で空

調服が貸与されており、貸与された職場は増えていると認識している。また、空調服

に限らず、熱中症対策として、横田空軍では、大型扇風機や大型製氷機、横田ＡＡＦ

ＥＳでは大型扇風機やウォータージャグの設置、横須賀ＳＲＦでは、スポットクーラ

ーや大型扇風機を設置している職場もある。近年の暑熱環境を踏まえ、熱中症対策の

重要性は十分認識しているが、日本側が保護衣として貸与するものについては、日米

間の取り決めや管理・安全面について整理する必要があるものと考えており、引き続

き効果的な暑熱対策の検討をしていく。」と回答しました。 

 

続けて防衛省は「制服の基準に関しては労務提供協約上、米側が決定しているところ、個別 

品目として仕様の見直しについて、通常、問題等がある現場において、米側監督者 

に上げ、必要な改善がなされている思うが、それに加えて団体交渉において組合から 

の意見を米側へ提供し、その改善について協議することは安全・安心な制服の貸与に 
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努める観点から、有意義な取り組みであると考える。米側からは、現在、各軍からの

要望も踏まえ、検討が進められていると承知している。防衛省としても、必要な見直

しが行われるよう働きかけていく。」と答えました。 

 

組合は「既に、５月の段階で 30 度を超えるなど、早い時期から厳しい暑さが予想されるた

め、十分な関心を持って取り組む必要がある。熱中症対策は早急かつ実効的に進める

必要があり、米軍の既存のルールが現場で本当に徹底されているかにも疑問がある。

衛生監視員や保健師などが現場の不十分な対応を積極的に指摘・提案し、その後の改

善状況までフォローアップして全体を取りまとめていただきたい。」と要請しました。 

 

続けて組合は「熱中症対策として物品配布などの実施自体は評価するが、事前に共有されず、

交渉で初めて聞いたのは非常に残念であり、今後は現地の実施状況も含めてもっと早

く・丁寧に情報共有していただきたい。」と求めました。 

 

神奈川は「この間の個別的要請についての取り組みに感謝したい。しかし、命に関わる緊急

な要請には課題とは関係なく早急な対応を施していただきたい。」と提言しました。 

 

沖縄は「沖縄などの現場では、重い米軍仕様の防弾チョッキを着けたままゲート前に立つた

め非常に暑いなどの意見が多い。米軍基準の重装備や厳しい勤務環境の下で熱中症リ

スクが高いにもかかわらず対策が十分でない職場もあり、組合として実態を整理する

ので、防衛局には引き続き具体的な改善対応を進めてほしい。」と要請しました。 

 

組合は「警備上必要な重装備は理解するが、その分の熱中症対策も不可欠であり、沖縄海兵

隊の警備隊で空調服が使えているなら陸軍警備隊などにも広げられるかを早急に調

べて、より良い基準に合わせていただきたい。」と加えて求めました。 

 

長崎は「長崎の現場でも熱中症対策を求める声が強く、物品配布などの支援自体は有効だが、

それを現場の安心につなげるためにも、今後は実施前の早い段階で組合側にも情報共

有してほしい。」と要請しました。 

 

山口は「暑さが年々厳しくなる中、熱中症対策として現場で冷却衣料や冷却用品などの具体

的な支援策にも力を入れてほしい。」と提案しました。 

 

８）国内の一般的な労働慣行となっている団体交渉に参加する者の「特別休暇」を新設す

ること 

 

組合は「本件については、中央での団体交渉における「特別休暇」から進めることとなって

いたはずであり、相当の時間を経過しているが進捗は如何か」と質しました。 

 

防衛省は「これまでの調整では、米側が主張する『勤務時間内に団体交渉を行うことは日 
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本の労働慣行ではないこと』や『管理休暇を認めた場合の生産性喪失への懸念』など

について、米側と協議を行ってきた。これらの課題について、防衛省、組合、米側の

相互理解を深めていく必要があると考えており、組合の意見を伺いながら、引き続き、

米側と協議していく。」と回答しました。 

 

組合は「民間でも団体交渉が時間外に行われる例はある。しかし雇用主には団体交渉に応じ

る義務があり、応じなければ不当労働行為になり得る。特に米側オブザーバーを含め、

時間外対応を誰がどのような扱いで担うのか、団体交渉を勤務時間内の労働と認めな

い扱いでは、結局は担当者が年休や時間外で対応せざるを得ず現実的でないため、少

なくとも交渉対応者については適切に勤務として扱えるよう、早急に制度上整理して

ほしい。」と要請しました。 

 

広島は「年間 12 日から 15 日の有給を使用し、団体交渉に参加している。以前から求めてい

る中央団体交渉の特別休暇の前進に向けて、専門家への働きかけなども含めて少しで

も具体的に進めてほしい。」と強く要請しました。 

 

組合は「課題解決に実効性があるなら団体交渉という形式に必ずしもこだわらず、米側も含

めた労働協議会のような柔軟な枠組みも含めて、中身重視で検討してほしい。」と提

案しました。 

 

【その他】 

契約から協約への変更について 

 

組合は「４月 20 日付けで鈴木課長より『防衛省としては、今回の改正が従業員の労働条件

を変更するものではない』、『将来における労働条件改善に向けた協議を妨げるもので

はない』との認識に立脚した改正であると書面にて回答いただいた。９月末を目途に

協約内の文書を、基本労務契約（ＭＬＣ）から基本労務協約（ＭＬＡ）に、船員契約

（ＭＣ）から船員協約（ＭＡ）に改正していくとのことだが、契約から協約への名称

変更、主文・各章の改正や各種通知等の改正に係る事務手続関連の変更に特化した、

つまりは労働条件の変更などは含めない、附属協定となることを、この場をかりて確

認させていただきたい。」と要請しました。 

 

防衛省は「今回の改正が従業員の労働条件を変更するものではなく、また、将来における労

働条件改善に向けた協議を妨げるものではないとの認識に変わりない。司令部レベル

で対応するための強化に沿って、正式なカウンターパートとして置かれる。これは格

下げではなく、むしろ本格的に取り組む意思の表れであり、各案件に在日米軍副司令

官が責任者となり、直接協議できる体制が整った。米側の体制の強化のもと、今後の

協議をより正式かつ円滑に進めるための手続き的・組織的な見直しである。いずれに

しても、労務提供協約の改正にあたっては、組合と十分協議していく。」と回答しま

した。 
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更に組合は「協約内の各条文の必要箇所を改正することと合わせて、基本指令（ＳＩ）も改

正する必要があるはずだが、そちらについてのスケジュール感はいかがか」と求めま

した。 

 

防衛省は「米側の方からＭＬＣからＭＬＡに改正するという提案があった。基本指令（ＳＩ）

の手続きについても間に合ってないものはしっかり対応すると認識している。 いず

れにしても、従業員の皆さんの雇用の不安が生まれないようにしっかり対応してい

く。」と回答しました。 

 

組合は「これまでもＳＩ（基本指令）の改正についても、日、米、組合の議論を踏まえて手

続きしてきた。米側だけで改正されないように確認させていただいた。」と認識を共

有し、団体交渉を終えました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


